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1.日本が直面する社会的課題と
政策動向
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労働市場におけるスキルギャップの問題

⚫企業幹部への調査

日本

IBM Institute for Business Value 調査2018 (n=411)

⚫ 企業への調査

⚫ そのうち、現在リカレント教育プログラムを大学等と

共同で「開発している」のは16.2%、「開発していない」

のは83.8%（→その中で半数の企業が、共同で開発

することに「関心がある」と回答）

経団連「大学等が実施するリカレント教育に関するアンケート調査2021 (n=83)

スキルを最新状態に保つ
ことに苦心している

新入社員の基礎的なスキル・
知識に大きなギャップを感じる

適切なスキル人材を見つ

けるのが困難である

⚫労働スキルの維持・向上に責任を負うべきは：
政府（91%）、高等教育機関（82%）、中等教育機関（46%）

IBM Institute for Business Value 調査2018 (n=411)

73%

73%

63%

社員に対して大学等が実施する

リカレント教育の受講を指示・奨励し

ている

社員に大学等のリカレント教育を

受講させることに関心がある

41.5%

89.2%
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18歳人口の減少を見据えた新たな高等教育戦略
【大学等理事長調査より】
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44.7
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13.7

17.4

0.6

0.6

1.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社会人に対するリカレント教育・リスキリング教育

シニア層に対する教養講座や市民講座

受け入れ留学生の増加

きわめて重視 ある程度重視 それほど重視していない 無回答

出典：危機の時代の大学経営の課題について考える―「理事長調査」報告（吉武・和田、2024）

n=161

日本

大学の学位課程における社会人入学者
学部：2.8%, 大学院課程：17.6%
（中央教育審議会大学分科会, 2024）
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大学の方針・中長期目標における
リカレント教育の位置づけ（2024）

79.8

64.5

49.1

55.1

20.2

35.5

50.9

44.9

0 50 100

国立大学(n=84)

公立大学(n=93)

私立大学(n=485)

大学合計(n=662)

位置付けている（%） 位置付けていない（%）

日本

出典：文部科学省委託事業 「令和5年度大学等におけるリカレント教育の実施状況に係る調査分析」成果報告書（PwC Japan, 2024） 6



日本が締結したUNESCO規約

目的：地域の経済・文化・技術発展を目指し、国境を越えたモビリティを促進

→高等教育等の学位・資格（qualifications）の承認を円滑に

第1世代（70～80年代）：労働市場へのアクセスなど職業人のモビリティを含める
第2世代（90年代以降）：学生や研究者交流などの学術モビリティに焦点化

ラテンアメリカ・カリブ海（1974, 2019）

地中海（1976）

欧州（1979,1997）

アフリカ（1981,2014）

アラブ（1978;2022）
アジア太平洋

➢バンコク規約（1983)

➢東京規約 (2011)
※日本は2017年12月に締結

世界規約（2019）
※日本は2022年9月に締結

学生・研究者・労働者・専門職の移動

学生・研究者の移動

7



「正規教育外の学び」も正式に評価（単位化等）する動き

8

従来の考え方 UNESCOの東京規約/世界規約の考え方

伝統的学び（例：教室で何時
間、何単位の授業を受ける）

＋非伝統的な学習形態（オンライン学習など）

＋部分的な修学（過去に取得した単位など）

＋既修得学習（過去に取得した経験、知識、技能、態度、能力などの成果）

＋ノンフォーマル学習（正規教育外の教育訓練）

＋インフォーマル学習（労働・家庭・地域社会・余暇に関連する日常生活
の活動）

資格保有者は何年間（時間）
学び、何単位取得したか？

＋資格保有者は「何を身につけ、何ができるか？」

⚫ 日本の高等教育は、外国のマイクロクレデンシャルをどう評価し、受け入れるか
⚫ 日本の高等教育が提供するマイクロクレデンシャルの国際通用性をどう示すか

多様化・細分化する非伝統的学びへの評価
（マイクロクレデンシャルなど）
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9

人生100年時代の
リカレント教育
リスキリング
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従来型モデル（学習期と就業期の分断）

学習期 就業期
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循環型モデル（学びと就業の往還）
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 教育再生実行会議第十二次提言（2021）
-大学院教育における個別単位の学修（マイクロクレデンシャル）の提供を促進

-単位積み上げによる学位取得の柔軟化を検討

 経団連（2022）「次期教育振興基本計画」策定に向けた提言
-マイクロクレデンシャル整備と活用促進を提言

 教育未来創造会議（2023）
-デジタルバッジの活用による学位・マイクロクレデンシャルの電子化と国際通用性の確保

 文部科学省「JV-Campus」（2024）
-オンライン科目提供、修了証・マイクロクレデンシャル・デジタルバッジ発行の仕組み整備

 経済産業省（2025）「Society 5.0時代のデジタル人材育成に関する検討会報告書」

-デジタルクレデンシャルによりスキル情報を可視化・証明

マイクロクレデンシャルに関する政策的言及
日本

教育側と産業側の双方で、学んだことを見える形にし社会で使えるようにする方向へ



２. マイクロクレデンシャルの開発
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マイクロクレデンシャルの台頭

Non-degree credentials, module certificate, digital 
badges, etc.

MOOC platform: MicroMasters (edX), Nanodegree 
(Udacity) and Specialisation (Coursera)

マイクロ・クレデンシャル
（micro credentials）

特定の知識・スキルの習得に焦点を当てた
短期学習の成果に対する証明書

)

【伝統的学位・資格】 【多様化・細分化する資格】

マクロ・クレデンシャル
(macro credentials)

✓ Reskilling & Upskilling

✓ 学位では見えにくい特定の知識・スキルの証明
✓ 柔軟性（オンライン、学習スケジュール）
✓ 短期間学習で低コストなど

14
Just for Case 型学習 Just in Time 型学習



マイクロクレデンシャルの開発（１）

➢ 単位付与あるいは非単位
➢ 単体で独立したものや、より大きな資
格取得に向けて「持ち運び」「積み重
ね」ができる場合も

➢ 学校・高等教育機関

➢ 学校・高等教育機関外（企業、政府機関、

非政府機関、専門職団体、資格団体など）

の教育訓練サービス

➢ 両者の連携など

プロバイダー

➢ 自学の既存の教育をベース
➢アンバンドリング/再パッケージ化
➢外部連携による新規サービス

カリキュラム

他の資格との
関係

15

マイクロクレデンシャルの定義例 (一部抜粋）

欧州
(Council of the

European Union, 

2022)

学習者が少量の学習で得た学習成果を記録
したもの。学習成果は、透明性をもち明確に定
義された基準に基づき評価される。＜中略
＞・・MCは独立したものや、より大きな資格に
統合される場合もある。

欧州
(CIMEA & EU, 2024)

想定される単位数（1～59ECTS）
多くは1～15ECTSの学習量

米国
(Credential Engine, 

2021)

１コース以上学位未満

豪州
(Australian 

Government, 2021)

学習量は最低 1 時間で、AQF 資格より少なく、
追加的、代替的、補完的なもの

ニュージーランド
(NZQA, 2025)

資格より小規模で、高等教育制度で現在提供
されていないスキル開発の機会（1～40単位）
⇒10～400時間

アラブ首長国連邦
（MOE, 2022）

単位付与（1～12単位⇒15～180時間）資格で、
明確に定義された基準に基づく評価を経て学
習者が達成した学習成果から成り立つ
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◼マイクロクレデンシャルとみなさない学習

⚫アセスメントが無い学習や職業学習

⚫アセスメントをせず、参加のみで取得できるバッジ

⚫マクロな資格（例えば学士、修士、ディプロマ）

マイクロクレデンシャルの開発（２）

学習者の知識・スキルの習得を確認する

アセスメントの重要性

Source: Australian Government, Department of Education, 2022
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高等教育の成長戦略としての
マイクロクレデンシャル

貴学ではマイクロクレデンシャルを
提供しているか

貴学が今後5年以内にマイクロクレデンシャルを

導入する可能性はどのくらいか

世界

51%

51%

46%

46%

41%

59%

44%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

世界全体

アジア太平洋

欧州

南米およびカリブ海

中東および北アフリカ

北米

サブサハラ・アフリカ

（マイクロクレデンシャルをまだ導入していない機関に対して）

68%

76%

65%

71%

68%

56%

69%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

世界全体

アジア太平洋

欧州

南米およびカリブ海

中東および北アフリカ

北米

サブサハラ・アフリカ

Coursera調査（2024）：89カ国、852機関、n=1,058人（学長、副学長、学部長、教授、その他意思決定者）

（「高い」「やや高い」と回答）
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大学が運用するマイクロクレデンシャルのパターン例

1

2

3

既存の学位プログラムのカリキュラムをモジュール化し、
一部を切り離して再パッケージ化するケース

学位プログラムに企業の業界認定資格（Google, 

IBM, Microsoftなど）を単位として組み込む
「学位＋企業バッジ」ケース

学位プログラムとは独立したプログラムとして提供
するケース

18



３. 日本の大学における
マイクロクレデンシャルの実装
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マイクロクレデンシャルの潜在的学習者
学習者
タイプ

A. 学び続ける層
(n=11,933)

B. 潜在的意欲層
(n=4,796)

C. 停滞層
(n=4,098)

D.非関与層
(n=14,681)

分析
正社員が多く、比較的継
続的な学習経験を持つ層

学びたい意向はあるが、
時間・費用・職場支援などの
条件が整わず参加機会が

制限されている層

過去の学習で挫折経験が
あり、再挑戦に慎重な層

高年齢・非就労層が
中心で、学習ニーズが
顕在化しにくい層

性別 男女半々 女性が約6割 男女半々 男女半々

年代
18～64歳と幅広いが、

20～30代の割合が多い
18～64歳と幅広いが、

20～30代の割合が多い
50～60代が多め 50～60代が多め

職業 正社員中心 パート・アルバイト・専業主婦 正社員も一定数存在 無職・主婦層多い

示唆
継続的な学習支援の

強化
アクセス条件の整備により

参加促進
再チャレンジしやすい
仕組みが必要

ニーズの可視化や
動機付け

20

💡 ポイント

⚫ 「働きながら継続学習をしたい層」「意欲はあるが機会がない潜在的層」などへのアクセス支援が重要
⚫ 女性・非正規・子育て層に対応したオンライン/マイクロクレデンシャル型の低負担型学習が有効
⚫ 学修成果の可視化（デジタルバッジ等）は再就職や転職におけるインセンティブとなる

出典：「社会人の学びに関する意識調査 2022」（ベネッセUdemy事業部）の既存分析結果を踏まえ、登壇者が追加分析を実施

日本
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◼ 「数理・データサイエンス・AI教育プログ

ラム認定制度」（内閣府・文部科学省・経済産業省で創設）
・リテラシーレベル, リテラシーレベルプラス
・応用基礎レベル, 応用基礎レベルプラス

例）千葉大学オープンバッジ

大学が提供するマイクロクレデンシャル（例）
日本

◼ サイバー大学
2024年から既存の学士（IT総合学）を取
得するための学位プログラムを分割し、
少量かつ専門テーマごとにクラスター化
した複数科目を修了した証として、MC
の提供開始

（分野：AI、データサイエンス、セキュリティ、ネット
ワーク、ソフトウェア、起業、経営、マーケティング、
マネジメントなど）

◼ 履修証明書
（履修証明プログラム）

（学校教育法第105条）

21

◼ 科目等履修生の修了書

例）早稲田大学オープンバッジ

（2018） （2022）
開設大学 168大学 → 207大学
受講者数 5,002人→ 9,314人
証明書交付者 3,460人→ 6,703人

21

◼ Japan Virtual Campus (JV-Campus)



日本版マイクロクレデンシャル：
大学における履修証明プログラムの導入状況

（学校教育法第105条）

62.8

22.3

24.9

29

37.2

77.7

75.1

71

0% 50% 100%

国立大(n=86)

公立大(n=94)

私立大(n=558)

大学合計(n=738)

開設している(%) 開設していない(%)

出典：文部科学省委託事業「令和5年度大学等におけるリカレント教育の実施状況に係る調査分析」成果報告書（PwC Japan, 2024）

💡 ポイント
⚫ 大学全体：開設は約3割
⚫ 国立大学：6割超
⚫ 公立・私立：2割強

履修証明プログラムの開設状況（大学・大学院）

日本

22



履修証明プログラム：分野×プログラム数
履修証明書

200

95

93

77

71

71

65

62

46

27

23

16

15

6

4

66

0 50 100 150 200

医療・福祉系
商学・経済学系（経営・財務等）

デジタル分野（IT・データサイエンス・AI等）
理工農系

社会学・心理学系
地方創生・地域課題解決

教育系（教育学・育児に関連するもの等）
人文学系（歴史・文学・哲学等）

語学系
政治・法律系

家政学系（栄養学・ファッション等）
芸術系（音楽・絵画等）

グリーン分野
スポーツ・実技系

趣味系（園芸・料理等）
その他

大学、短期大学、高等専門学校、専門学校(n=658校)

出典：文部科学省委託事業「令和5年度大学等におけるリカレント教育の実施状況に係る調査分析」成果報告書（PwC Japan, 2024）

日本
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大学(大学院含む）の履修証明プログラム
分野×プログラム数
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56
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61
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52

25

0 20 40 60 80 100 120

IT・データサイエンス・AI等

グリーン分野

理工農系

医療・福祉系

商学・経済学系（経営・財務

等）

政府・法律系

社会学・心理学系

教育系・育児関連

国立 n=184 公立 n=39 私立 n=375

8

6

23

3

0

0

0

21

4

0

10

2

1

0

0

6

50

35

35

9

10

7

2

34

0 20 40 60 80 100 120

歴史・文学・哲学系

語学系

地方創生・地域課題解

決

音楽・絵画等

栄養学・ファッション等

スポーツ・実技系

園芸・料理等

その他

出典：文部科学省委託事業「令和5年度大学等におけるリカレント教育の実施状況に係る調査分析」成果報告書（PwC Japan, 2024）

日本

💡 ポイント
⚫ 国立：専門・研究系領域が中心

（医療福祉、理工農、AIデータサイ
エンス、社会科学）

⚫ 公立：地域ニーズ直結型が中心
（医療福祉、地方創生、地域課題）

⚫ 私立：多様領域（医療福祉と経営・
AIデータサイエンス等の職業直結
型＋「歴史・文学・哲学系」「語学」
などリベラルアーツ型）

24



2,261人

632人
6,206人

大学合計 n=596

国立大学 n=184

公立大学 n=39

私立大学 n=373

合計
9,099人

大学（大学院含む）における履修証明書交付者数

出典：文部科学省委託事業「令和5年度大学等におけるリカレント教育の実施状況に係る調査分析」成果報告書（PwC Japan, 2024）

💡 ポイント

⚫ デジタルバッジとして
どの程度発行・共有されて
いるかは、現時点では
把握できていない

⚫ 成果が見えにくいまま
埋もれてしまう可能性

⚫ 学び直しの成果を社会に
どう見せ、活用につなげて
いくかが、これからの焦点

日本
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2008年開始



リカレント教育エコシステム支援事業（MEXT）：21億円
目的：社会人のリスキリング・地域産業人材の育成を促進し、大学を核とした産学官連携による

「地域リカレント教育エコシステム」を形成 【地方創生】【産業成長】

※「デジタルバッジ」の活用：本事業に参加する大学を選定する審査項目に明記（必須ではないが加点対象）

🔹 骨太の方針2024

➢ 三位一体の労働市場改革の柱としてのリスキリング
➢ 地域の産学官プラットフォームを活用し、対象を経営者にも拡大
➢ 2029年までに約5,000人の経営者等の能力構築を推進。

➢ 大学と業界が連携し、最先端知識・戦略的思考を身につけるプロ
グラムを創設し、2025年度中に約3,000人の参加を目指す

🔹 新しい資本主義実行計画2024改訂版

➢ 産学官連携による地域リスキリングプラットフォームの構築
➢ 企業成長や労働移動に直結する教育プログラムの共同開発
➢ 産業界・個人・教育機関によるリカレント教育エコシステム創出

日本
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リカレント教育エコシステム支援事業：成長産業分野
（リスキリング対象者：ＤＸやｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ等に関わる人材）

領域 大学名 プログラム名

半導体

国
広島大学

広島大学半導体リカレントアカデミー /

Hiroshima University Semiconductor Recurrent Academy

国
九州大学

九州大学版イノベーションエコシステム形成に向けた

リカレント教育事業の開発・サービス導入

国 九州工業大学 半導体産業の拡大と成長のための全体俯瞰実習教育の展開

グリーンエネルギー 国 長崎大学 産学連携洋上風力人材育成リカレント教育エコシステム構築事業（IACOW-R）

ヘルスケア

国
大阪大学

Industry on Campus型リカレント教育エコシステム構想

～REACH ×バイオDX ×ビジネスデザイン～

国 千葉大学 ケアテクノロジーの開発と実装を実現するケアテクマスター育成プログラム

マーケプロ 私 早稲田大学 CMO Program –企業経営を牽引するマーケティングを学ぶ総合講座

DXプロ

国
北海道大学

社会変革を先導するDXプロフェッショナル人材育成

－ケーススタディ型学習による人材輩出の加速化―

私 早稲田大学 スマートエスイーAIトランスフォーメーション：生成AI産学エコシステム

GXプロ
国 北海道大学 グリーンビジネスGXで拓く、未来志向型リカレント教育エコシステムの構築

私 立命館大学 GXプロフェッショナル＋Rプログラム

SCMプロ
私 近畿大学 SCMプロフェッショナル人材育成プログラム

国 東京大学 サプライチェーンマネジメント（SCM）リカレント教育

経営人材向け

私
早稲田大学

早稲田大学ビジネススクール・オックスフォード大学サイードビジネススクール共同開発

The Global Leader Accelerator Programme（GLAP）

私
東京女子大学

事業創造×HRM×リベラルアーツで育成する 高度専門人材（事業創造）

東女リカレント：自信をもって、ビジネス中心に

国 一橋大学 社会科学×データサイエンスによるデータ駆動経営人材育成プログラム

私 事業構想大学院大学 地域構想力育成プログラム

私 武蔵野美術大学 社会課題とビジネスデザインでつなぐ。社会価値創発機構構築事業

その他 国 神戸大学 異分野共創・価値創造リカレント教育プログラム

日本
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４. 質保証：
マイクロクレデンシャルの信頼性と通用性

28



マイクロクレデンシャルの「質保証」の課題

市場ニーズに基づかないマイクロクレデンシャルの
乱立により、既存の教育プログラムの学習単位が
マーケティング戦略として安易にマイクロクレデン
シャル化されるリスク

マイクロクレデンシャルは必ずしも正式な資格として
承認されておらず、取得してもポータブルな資格として
機能しない可能性 （UNESCO,CEDEFOP, 2023）

⇒マイクロクレデンシャルを体系的に位置づける枠組みが
確立されていない場合、その通用性や相互運用性が問題に

⚫ 学習者
⚫ 高等教育機関
⚫ 労働市場

29

世界



誰がマイクロクレデンシャルを評価するのか？

①労働市場

◼ 採用・昇格・昇給などの判断材料 ◼ 学位取得への積み上げ（スタッカビリティ）
※マイクロクレデンシャルを単位として認め、

他の資格と積み重ねて学位を構成する要素として利用

②高等教育機関
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誰がマイクロクレデンシャルを評価するのか？

①労働市場
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1.1%

37.5%

35.4%

14.8%

11.2%

その他

④提示された経験なし・特段考慮しない

③提示された経験なし・内容次第で参考

②提示された経験あり・選考上考慮せず

①提示された経験あり・実際に参考にした

日本の労働市場における
マイクロクレデンシャルの理解・活用状況（2025）

n=1,228社

①先進層：評価の定着が始まりつつある段階

②実際に触れたが、信頼性や関連性が
低い可能性

③潜在的関心層：
質保証等の制度整備の必要性

④認知や活用が進んでいない層：
今後の周知が必要か

💡 ポイント
⚫ 多くは「MCを提示された経験なし」：約7割
⚫ MCを提示された雇用者：26%

⚫ 実際に活用した企業：1割強
⚫ ただし「内容次第で参考にする」潜在的関心層：35.4％

出典：文部科学省（2025）『令和6年度先導的大学改革推進委託事業

「大学等における学修歴証明書のデジタル化の普及及び社会への対
応に関する調査研究」報告書』デロイトトーマツ（令和7年3月）

※以下の出典データを基に登壇者が分析

日本
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65.4%

47.0%

39.2%

1.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

専門的スキル獲得状況のポテンシャル

向学心の現れ

特定配属先の即戦力の判断材料

その他

雇用者がマイクロクレデンシャルを
参考にした（したい）理由（2025） （複数回答）

出典：文部科学省（2025）『令和6年度先導的大学改革推進委託事業「大学等における
学修歴証明書のデジタル化の普及及び社会への対応に関する調査研究」報告書』
デロイトトーマツ（令和7年3月）

※以下の出典データを基に作成

n=572

日本
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誰がマイクロクレデンシャルを評価するのか？

②高等教育機関
学位取得への積み上げ（スタッカビリティ）
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マイクロクレデンシャルの積み上げによる
柔軟な学位取得制度の導入

シンガポール国立大学 （School of Continuing and Lifelong Education

シンガポール

■ 目的
•社会人向けの短期スキル習得
•キャリア形成支援

■ 対象者
•社会人
•若手専門職
•学位プログラムを目指す学習者

■ 特徴
•短期集中型プログラム（1～6日の短期
コースや1学期のアカデミックコース）
•スタッカブル（積み上げ型）設計
•デジタルバッジ付与
•産業界との連携

■ コース（例）
データサイエンス、AI 、テクノロジー、デジタル思考、デジタルストー

リーテリング、ビジネスマネジメント、リーダーシップ、物流・倉庫管理、
メディアコミュニケーション、ネットワーク心理測定、音楽制作 など

Source: https://scale.nus.edu.sg/programmes/lifelonglearning/micro-credentials 35

政府の生涯学習・リスキリング政策（SkillsFuture: 2015～）



マイクロクレデンシャル
Professional Certificate

資格枠組み
NSQF Level 

Google Data Analytics 4.5

Google Project Management 5

Google Digital Marketing 

and E-Commerce
4.5

Google UX Design 4.5

IBM Data Engineering 5

IBM Data Science 5

IBM Cybersecurity Analyst 5

IBM DevOps and Software 

Engineering
5

IBM Data Analyst 4.5

IBM Full Stack Software 

Developer
5

⚫ National Education Policy（2020）のスキル開発戦略の
一環でマイクロクレデンシャルを強化

⚫ Coursera上で取得したGoogleやIBMの業界認定資格
を学位課程の単位として認定可能

⚫ 2023年には1分間に1件だったCourseraの「生成AI」
コースの登録数が、2024年には1分間に4件に急増

⚫ 学習者の21%が業界認定資格取得後に新たな職を
得ており、32%が収入増を経験（Coursera, 2023）

⚫ マイクロクレデンシャルを学士課程の単位として最大
50%まで認定できるガイドライン（2024)を導入
（スキル型大学では最大70%まで認定可）

インド
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学位プログラムにおける
「 GoogleやIBMの業界認定資格」の単位化

https://www.coursera.org/professional-certificates/google-data-analytics
https://www.coursera.org/professional-certificates/google-project-management?
https://www.coursera.org/professional-certificates/google-digital-marketing-ecommerce?
https://www.coursera.org/professional-certificates/google-ux-design?
https://www.coursera.org/professional-certificates/ibm-data-engineer?
https://www.coursera.org/professional-certificates/ibm-data-science?
https://www.coursera.org/professional-certificates/ibm-cybersecurity-analyst?
https://www.coursera.org/professional-certificates/devops-and-software-engineering?
https://www.coursera.org/professional-certificates/ibm-data-analyst?
https://www.coursera.org/professional-certificates/ibm-full-stack-cloud-developer?


⚫デジタル証明書の発行が必須
⚫MQAの公開レジストリに登録
（資格枠組みMQFレベル＋単位数）
⚫学位プログラムの最大70%まで
単位認定可（積み上げ型）

マレーシア

【評価項目】
• MCのタイトル
• 目標とする学習成果
• 教授方法と戦略
• 内容・主題
• 学習成果のアセスメント
• 学習時間数
• 単位数（1単位＝40時間）
• 資格枠組み（MQF）レベル

QVC（Quality Verification Centre）

①アウトカムベース教育/マレーシア
資格枠組み（MQF）との対応

②専門知識・スキルの評価

Standalone Micro-credentials

＜ 5年以上の人材育成の実績がある第三者機関＞
高等教育機関・政府機関・企業・業界団体など

マレーシア資格庁

民間機関、政府機関などが設計・提供するMC
（アクレディテーションを受けた大学プログラム外のもの） 37

評価者の認定

マイクロクレデンシャルの評価
質保証された

マイクロクレデンシャルは：



自大学以外の学習成果を単位化
大学が単位認定できる既修得学習 (Recognition of Prior Learning)

①自大学以外の教育施設に
おける学修

大学において修得した単位

短期大学において修得した単位

短期大学専攻科における学修

高等専門学校専攻科における学修

大学専攻科における学修

高等専門学校における学修で、大学が大学教育相当水準と認めたもの

専門学校（修業年限２年以上）における学修で、大学が大学教育相当水準と認めたもの

②大学において法律に基づ
いて行われる講習

教職免許法上の認定講習で、大学が大学教育相当水準と認めたもの

社会教育法上の社会教育主事講習で、大学が大学教育相当水準と認めたもの

図書館法上の司書講習で、大学が大学教育相当水準と認めたもの

学校図書館法上の司書教諭講習で、大学が大学教育相当水準と認めたもの

③資格試験等に係る学修 認定技能審査に係る学修で、大学が大学教育相当水準と認めたもの

TOEIC, TOEFL又はこれらと同等以上の社会的評価を有するものにおける成果に係る学
修で、大学が大学教育相当水準と認めたもの

日本

根拠規定：大学設置基準第28条・29条・30条および告示

卒業要件124単位のうち60単位を
超えない範囲で単位認定可能

（学士課程）

38

広義のマイクロクレデンシャル。マイクロクレデンシャルが
単位化されるためには、要件・規則の整理が必要



マイクロクレデンシャルの質保証の核となる要素：
求められる提供情報の標準化

◼ プログラムの目的

◼ 学習時間数
（単位数）

◼ 学習内容・方法 ◼ レベル
（資格枠組みQF）

◼ アセスメント
（プロセス・方法の透明性）

◼ 学習成果
（知識・スキルなど）

39



「資格枠組み」とマイクロクレデンシャル
Japanese Educational Qualifications Framework (JEQF)

数理・データサイエンス・AI

教育プログラム認定制度
リテラシーレベル(level 6 ?)

履修証明書 A （level 7 ?)

履修証明書 B (level 5 ?)

JV-Campus科目 A 

(level 6 ?)

？

？

？

Digital Badges

MOOC certificates

？

40

【日本の教育資格枠組み】
文部科学省より認定（2025）：
中央教育審議会第181回大学分科会/

第15回高等教育の在り方に関する特別
部会（R7.1.28）、第133回生涯学習分科会
（R7.3.17）

Sources: 
NIAD-QE (2025) https://niadqe.jp/information/higher-

education-degree-2/

Noda, Ayaka. (2023). Exploring the possibilities and 

challenges in developing the Japanese qualifications 

framework. Higher Education Evaluation and Development, 

Vol. 17 No. 2, pp. 82-95. https://doi.org/10.1108/HEED-05-

2022-0019

💡 ポイント
MCがどの学修レベル（例：学士
レベル６、修士レベル７）に相当
するかを国内外に示す共通の
物差し

「どのくらいのレベルの知識やスキルを身につけたか」を社会にどう伝えるか？

https://niadqe.jp/information/higher-education-degree-2/


日本マイクロクレデンシャル機構の設立（2025年11月）
https://micro-credential-jwg.org/

マイクロクレデンシャルをデジタル発行するためのガイドライン3.0 
Guidelines for Issuing Micro-credentials Digitally 3.0 

マイクロクレデンシャルのフレームワーク(枠組み)1.0 
Micro-credential Framework 1.0 

目的・事業内容

◼ MCの仕様・標準の策定および普及
◼ 第三者によるMCの外部認証制度の構築・運営
◼ MCの可視化・流通促進
◼ 政策提言および国際連携の推進

民間・教育界・学術界・産業界の関係者が
連携し、公益に資する組織



マイクロクレデンシャルの今後の展望と課題

質保証・通用性に関する制度整備

◼資格枠組み（QF）との関連づけ：
マイクロクレデンシャルのポータビリティ
（ デジタルバッジ）
• 積み重ね（stacking）や組み合わせ
（combining)による柔軟な学習経路

• 労働市場での評価の目安

◼労働市場によるスキル評価の動き

• 企業は、働き手の主体的な学びを促す仕組みを
整え、リスキリング等で得たスキルや成果を採
用や処遇に反映する体制を構築すべきである
（経団連、2025）

◼産学連携によるスキルの擦り合わせ

産学間の共通認識の醸成

42

◼ 発行者・学習者・雇用者が共通に理解
できる言語や枠組み

◼ 学修の所有権は個人へ
• 学びを自ら管理し、キャリアを語る手段とし
て主体的に活用していく （ILO&UNICEF, 2025）

学修歴のデジタル化
「どんなスキルを身につければ企業に評価されるのか
分からない」

「履歴書を見ても、この人がどんなスキルを持っている
のか分からない」



ご清聴ありがとうございました
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